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■ 千葉県企業局水道工事標準仕様書 新旧対照表 

新 旧 

水道工事標準仕様書 

 

Ⅰ 共 通 編 

 

１．総 則 

 

１．１ 一般事項 

省 略 

１．１．７ 契約金額の変更 

契約金額の変更は、契約書第 20 条の規定によるものとする。ただし、請負金額の変更は当局単

価で行い、前設計見積工事価格(請負金額の 110 分の 100 相当額)の 3％以内で 25 万円を超過しな

いものの増減額分については変更しないものとする。 

１．１．８ 工事の検査 

省 略 

 

２．３ 材料品目 

省 略 

２．３．１３ ＪＩＳ、ＪＷＷＡ及びＪＤＰＡ等の水道用材料 

１．水道用として使用する材料は、次の各号に掲げるＪＩＳ、ＪＷＷＡ、ＪＤＰＡ及び当局仕様品と

する。ただし、規格等は今後修正されることがあるため、最新データをフォローすること。 

（１）ＪＩＳ規格の水道用品 

省 略 

（２）ＪＷＷＡ規格の水道用品 

省 略 

（３）ＪＤＰＡ規格の水道用品 

Ｇ 1042 ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管 

Ｇ 1049 ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管 

Ｇ 1052 Ｓ５０形ダクタイル鋳鉄管 

（４）当局仕様の水道用品 

省 略 

 

 

水道工事標準仕様書 

 

Ⅰ 共 通 編 

 

１．総 則 

 

１．１ 一般事項 

省 略 

１．１．７ 契約金額の変更 

契約金額の変更は、契約書第20条の規定によるものとする。ただし、請負金額の変更は当局単

価で行い、前設計見積工事価格(請負金額の108分の100相当額)の3％以内で25万円を超過しな

いものの増減額分については変更しないものとする。 

１．１．８ 工事の検査 

省 略 

 

２．３ 材料品目 

省 略 

２．３．１３ ＪＩＳ、ＪＷＷＡ及びＪＤＰＡ等の水道用材料 

１．水道用として使用する材料は、次の各号に掲げるＪＩＳ、ＪＷＷＡ、ＪＤＰＡ及び当局仕様品と

する。ただし、規格等は今後修正されることがあるため、最新データをフォローすること。 

（１）ＪＩＳ規格の水道用品 

省 略 

（２）ＪＷＷＡ規格の水道用品 

省 略 

（３）ＪＤＰＡ規格の水道用品 

Ｇ 1042 ＮＳ形ダクタイル鋳鉄管 

Ｇ 1049 ＧＸ形ダクタイル鋳鉄管 

（４）当局仕様の水道用品 

省 略 

 

 

別 紙 
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Ⅱ 管路工事編 

 

省 略 

 

５．鋳鉄管製作並びに接合工事 

 

省 略 

５．３ 接合工事 

省 略 

５．３．１０ ＵＳ形鋳鉄管の接合 

省 略 

５．３．１１ フランジ形鋳鉄管の接合 

１．大平面座形フランジ（ＲＦ－ＲＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によるものとする。 

（１）フランジ接合面は、錆、塗料の塗り留りその他の異物をよく取り除かなければならない。 

（２）ＲＦ形ガスケット、全面フランジパッキンは、移動を生じないように固定しながら両面を密着

させ、ボルトを片締めにならないように全周を通じて均等に締付けなければならない。 

（３）締め付けは、表5.7に示す締付けトルクまで締付けなければならない。 

表5.7 大平面座形フランジのボルト標準締付けトルク 

呼び径 

（mm） 
ボルトの呼び 

締付けトルク※１ 

（Ｎ・ｍ） 

締付けトルク※２ 

（Ｎ・ｍ） 

75～ 200 Ｍ１６ ６０ ６０ 

250・ 300 Ｍ２０ ９０ ９０ 

350・ 400 Ｍ２２ １２０ １２０ 

450～ 600 Ｍ２４ ２６０ １８０ 

700～1200 Ｍ３０ ５７０ ３３０ 

1350～1500 Ｍ３６ ９００ ５００ 

※１ 水密性確保の観点から、ねじ部の摩擦係数が比較的大きいボルトを用いる場合の値を示す。 

※２ ねじ部に焼き付き防止剤等が施され、ねじ部の摩擦係数が低減されている低摩擦のボルトを用い

る場合の値を示す。 

 

 

Ⅱ 管路工事編 

 

省 略 

 

５．鋳鉄管製作並びに接合工事 

 

省 略 

５．３ 接合工事 

省 略 

５．３．１０ ＵＳ形鋳鉄管の接合 

省 略 

５．３．１１ フランジ形鋳鉄管の接合 

１．大平面座形フランジ（ＲＦ－ＲＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によるものとする。 

（１）フランジ接合面は、錆、塗料の塗り留りその他の異物をよく取り除かなければならない。 

（２）ＲＦ形ガスケット、全面フランジパッキンは、移動を生じないように固定しながら両面を密着

させ、ボルトを片締めにならないように全周を通じて均等に締付けなければならない。 

（３）締め付けは、表5.7に示す締付けトルクまで締付けなければならない。 

表5.7 フランジボルト締付けトルク 
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新 旧 

２．溝形（メタルタッチ、ＲＦ－ＧＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によるものとする。 

（１）フランジ面、ガスケット溝、ガスケット及びボルトナットを清掃し、異物や塗料の塗溜まりは

取り除かなければならない。 

（２）ガスケット溝にGF形ガスケット1号を装着する。この時、接着剤は用いなくてもよいが、溝から

はずれやすい場合は、シアノアクリレート系接着剤を呼び径によって4～6等分点に点付けする。

ただし、酢酸ビニル系接着剤、合成ゴム系接着剤等は、ガスケットに悪影響を及ぼすので使用し

てはならない。 

（３）フランジの合わせは、ガスケットがよじれないように注意するとともに、片締めにならないよ

う両方のフランジ面が全周にわたり確実に接触するまで締め付ける。さらに、すべてのボルトが 

60N・m以上のトルクがあることを確認しなければならない。また、ガスケットがフランジ面間に

かみ込んでいる場合は、継手を解体し、ガスケットの損傷がないことを確認のうえ、接合し直さ

なければならない。 

（４）締付け後は、隙間ゲージにより円周4箇所で、等間隔の位置で隙間を確認しなければならない。

このとき、フランジ面間に１㎜厚の隙間ゲージが入ってはならない。 

５．３．１２ PN形鋳鉄管の接合 

省 略 

５．３．１３ ＧＸ形鋳鉄管の接合 

省 略 

５．３．１４ Ｓ５０形鋳鉄管の接合 

Ｓ５０形ダクタイル鋳鉄管の接合は、Ｓ５０形ダクタイル鋳鉄管設計施工基準によるものとす

る。 

５．３．１５ 水圧試験 

省 略 

５．３．１６ 水圧試験に伴うモルタルライニング面への浸透防止 

省 略 

５．３．１７ 作業分担 

省 略 

 

 

２．溝形（メタルタッチ、ＲＦ－ＧＦ）鋳鉄管の接合は、次の各号によるものとする。 

（１）フランジ面、ガスケット溝、ガスケット及びボルトナットを清掃し、異物や塗料の塗溜まりは

取り除かなければならない。 

（２）ガスケットの装着にあたり、ガスケットに有害な接着剤を使用してはならない。また、接着剤

がガスケット溝からはみ出してはならない。 

 

 

（３）フランジの合わせは、ガスケットがよじれないように注意するとともに、片締めにならないよ

うフランジ面が全周にわたり確実に接触するまでボルトを表5.7に示す規定の締付けトルクまで

締付けなければならない。また、ガスケットがフランジ面間にかみ込んでいる場合は、継手を解

体し、ガスケットの損傷がないことを確認のうえ、接合し直さなければならない。 

 

（４）締付け後は、隙間ゲージにより円周4箇所以上で、等間隔の位置で隙間を確認しなければなら

ない。このとき、フランジ面間に0.5㎜厚の隙間ゲージが入ってはならない。 

５．３．１２ PN形鋳鉄管の接合 

省 略 

５．３．１３ ＧＸ形鋳鉄管の接合 

省 略 

 

 

 

５．３．１４ 水圧試験 

省 略 

５．３．１５ 水圧試験に伴うモルタルライニング面への浸透防止 

省 略 

５．３．１６ 作業分担 

省 略 
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新 旧 

１１．道路復旧工事 

 

省 略 

１１．８．２ アスファルト舗装の材料 

１．アスファルトの品質 

（１）使用するアスファルトの種類は、設計図書によるものとする。 

（２）舗装用石油アスファルトは、表2.21に示す規格によるものとする。 

（３）再生アスファルトは、表2.21に示す規格のうち、100～120を除く、40～60、60～80及び80～100

の規格に適合するものとする。 

（４）改質アスファルトのうち、セミブローンアスファルトは、表2.23に示す規格に適合するものと

する。 

２．アスファルト舗装工に使用する材料について、以下は設計図書によらなければならない。  

（１）粒状路盤材、粒度調整路盤材、セメント安定処理に使用するセメント、石灰安定処理に使用   

する石灰、加熱アスファルト安定処理・セメント安定処理・石灰安定処理に使用する骨材、加熱

アスファルト安定処理に使用するアスファルト、表層・基層に使用するアスファルト及びアスフ

ァルト混合物の種類 

（２）セメント安定処理・石灰安定処理・加熱アスファルト安定処理に使用する骨材の最大粒径と品

質 

（３）粒度調整路盤材の最大粒径  

（４）石粉以外のフィラーの品質 

３．受注者は、アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定された加熱アスファルト混合  

物を使用する場合は、事前に認定書（認定証、混合物総括表）の写しを監督職員に提出するものと

し、アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表の提出及び試験練りは省

略できる。なお、上記以外の場合においては、以下による。  

４．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員に提出しなければならない。

ただし、これまでに使用実績があるものを用いる場合には、その試験成績表を監督職員が承諾した

場合には、受注者は、試験結果の提出を省略する事ができるものとする。  
（１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材  

（２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨材  
（３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材  
５．受注者は、使用する以下の材料の試験成績書を工事に使用する前に監督職員に提出しなければな

らない。  
（１）セメント安定処理に使用するセメント  
（２）石灰安定処理に使用する石灰 
６．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用する前に監督職員に提出しな

ければならない。  

１１．道路復旧工事 

 

省 略 

１１．８．２ アスファルト 

１．アスファルトの品質 

（１）使用するアスファルトの種類は、設計図書によるものとする。 

（２）舗装用石油アスファルトは、表2.21に示す規格によるものとする。 

（３）再生アスファルトは、表2.21に示す規格のうち、100～120を除く、40～60、60～80及び80～100

の規格に適合するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督職員に提出しなければならない。

ただし、これまでに使用実績があるものを用いる場合には、その試験成績表を監督職員が承諾した

場合には、受注者は、試験結果の提出を省略する事ができるものとする。  

（１）粒状路盤材及び粒度調整路盤材  

（２）セメント安定処理、石灰安定処理、加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨材  

（３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材  

 

 

 

 

３．受注者は、使用する以下の材料の品質を証明する資料を工事に使用する前に監督職員に提出しな

ければならない。  

（１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト  
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（１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト  
（２）再生用添加剤  
（３）プライムコート及びタックコートに使用する瀝青材料  

なお、製造後60日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認するものとする。 
１１．８．３ 骨材 

省 略 

 

１１．１０ アスファルト舗装の材料 

11.8.2の規定に準じるものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．１１ 骨材 

省 略 

１１．１５ 品質の試験方法 

 

１１．１５．１ アスファルト混合物事前審査制度 

１．アスファルト混合物事前審査制度は、アスファルト混合所から出荷されるアスファルト混合物を

関東地方整備局長が指定するアスファルト混合物事前審査機関が事前に審査認定することにより、

従来の工事毎、混合物毎に実施してきた基準試験練り等を省略できる制度である。 

２．発注者、施工者およびアスファルト混合物製造者の業務の合理化、省力化ならびにアスファルト

（２）再生用添加剤  

（３）プライムコート及びタックコートに使用する瀝青材料  

なお、製造後 60日を経過した材料は、品質が規格に適合するかどうかを確認するものとする。 
１１．８．３ 骨材 

省 略 

 

１１．１０ アスファルト 

 

１１．１０．１ アスファルトの品質 

１．使用するアスファルトの種類は、設計図書によるものとする。 

２．舗装用石油アスファルトは、表2.21に示す規格に適合するものとする。 

３．再生アスファルトは、表2.21に示す100～120を除く、40～60，60～80及び80～100の規格に適合

するものとする。 

４．改質アスファルトのうち、セミブローンアスファルトは、表2.23に示す規格に適合するものとす

る。 

１１．１０．２ アスファルトの確認 

受注者は、工事に使用する前にアスファルトの品質証明書を監督職員に提出し、承諾を得なけ

ればならない。 

１１．１０．３ 再生用添加剤の品質 

プラントで使用する再生用添加剤の種類は、設計図書によるものとする。また、再生用添加剤

の品質は、労働安全衛生法施行令に規定されている特定化学物質を含まないものでなければなら

ない。 

１１．１０．４ 再生用添加剤の確認 

受注者は、工事に使用する前に再生用添加剤の品質証明書を監督職員に提出し、承諾を得なけ

ればならない。 

１１．１１ 骨材 

省 略 

１１．１５ 品質の試験方法 

 

１１．１５．１ 事前審査制度 

１．受注者は、当該工事に使用するアスファルト混合物及び再生アスファルト混合物について、アス

ファルト混合物事前審査の認定を受けた混合所の認定混合物を使用する場合は、認定書の写しを

工事に使用する前に監督職員に提出しなければならない。必要書類を提出し、監督職員が承諾した

時に限り、混合所での立会検査及び試験記録の提出を省略することができる。 

２．認定混合物とは、次の各号に定めるものをいう。 
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混合物の安定した品質の確保を図ることを目的としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．１５．２ 締固め度 

省 略 

（１）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用する骨材 

（２）基層及び表層に使用するアスファルトコンクリート再生骨材 

（３）加熱アスファルト安定処理、基層及び表層に使用するアスファルト 

（４）再生用添加剤 

（５）加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量 

（６）加熱アスファルト安定処理路盤材の基準密度 

（７）加熱アスファルト混合物の粒度及びアスファルト量 

（８）表層及び基層用の加熱アスファルト混合物の基準密度 

（９）排水性舗装用混合物の配合設計 

 

１１．１５．２ 締固め度 

省 略 

  



 

 - 7 -

 

新 旧 

Ⅴ 工事関係要領等 

 

１７．埋設管の腐食対策施工要領 

 

省 略 

 

２．使用材料 

（１）防食用ポリエチレンスリーブ 

① 被覆に用いるポリエチレンスリーブ、固定用ゴムバンド及び締め具及び継手部用固定ネット

（以下「スリーブ類」という。）は、日本水道協会規格（以下「ＪＷＷＡ」という）に適合した

ものを使用すること。 

② スリーブ類の品質は、ＪＷＷＡ Ｋ 158（水道用ダクタイル鋳鉄管用ポリエチレンスリーブ）

の規定に適合するものであること。 

③ ポリエチレンスリーブの形状は、表1に適合するものであること。 

 

表－１ 材料寸法                 （㎜） 

呼び径 内径 折り径 厚さ 長さ 呼び径 内径 折り径 厚さ 長さ 

50 248 390 0.2 5,000 700 955 1,500 0.2 7,500 

75 248 390 0.2 5,000 800 1,114 1,750 0.2 7,500 

100 286 450 0.2 5,000 900 1,210 1,900 0.2 7,500 

150 350 550 0.2 6,000 1,000 1,273 2,000 0.2 7,500 

200 414 650 0.2 6,000 1,100 1,401 2,200 0.2 7,500 

250 446 700 0.2 6,000 1,200 1,592 2,500 0.2 7,500 

300 509 800 0.2 7,000 1,350 1,719 2,700 0.2 7,500 

350 573 900 0.2 7,000 1,500 1,846 2,900 0.2 7,500 

400 637 1,000 0.2 7,000 1,600 1,974 3,100 0.2 5,500(6,500) 

450 700 1,100 0.2 7,000 1,650 2,037 3,200 0.2 5,500(6,500) 

500 732 1,150 0.2 7,500 1,800 2,165 3,400 0.2 5,500(6,500) 

600 859 1,350 0.2 7,500 2,000 2,419 3,800 0.2 5,500(6,500) 

備考  イ スリーブの形状は、チューブ状とする。 

    ロ 折り径とは、円周長さの1/2の寸法である。 

    ハ 呼び径1,600～2,000㎜の（ ）内寸法は、管有効長5,000㎜の場合に適用 

Ⅴ 工事関係要領等 

 

１７．埋設管の腐食対策施工要領 

 

省 略 

 

２．使用材料 

（１）防食用ポリエチレンスリーブ 

① 被覆に用いるポリエチレンスリーブ、固定用ゴムバンド及び締め具及び継手部用固定ネット

（以下「スリーブ類」という。）は、日本水道協会規格（以下「ＪＷＷＡ」という）に適合し

たものを使用すること。 

② スリーブ類の品質は、ＪＷＷＡ Ｋ 158（水道用ダクタイル鋳鉄管用ポリエチレンスリーブ）

の規定に適合するものであること。 

③ ポリエチレンスリーブの形状は、表1に適合するものであること。 

 

表－１ 材料寸法                 （㎜） 

呼び径 内径 折り径 厚さ 長さ 呼び径 内径 折り径 厚さ 長さ 

75 248 390 0.2 5,000 800 1,114 1,750 0.2 7,500 

100 286 450 0.2 5,000 900 1,210 1,900 0.2 7,500 

150 350 550 0.2 6,000 1,000 1,273 2,000 0.2 7,500 

200 414 650 0.2 6,000 1,100 1,401 2,200 0.2 7,500 

250 446 700 0.2 6,000 1,200 1,592 2,500 0.2 7,500 

300 509 800 0.2 7,000 1,350 1,719 2,700 0.2 7,500 

350 573 900 0.2 7,000 1,500 1,846 2,900 0.2 7,500 

400 637 1,000 0.2 7,000 1,600 1,974 3,100 0.2 5,500(6,500) 

450 700 1,100 0.2 7,000 1,650 2,037 3,200 0.2 5,500(6,500) 

500 732 1,150 0.2 7,500 1,800 2,165 3,400 0.2 5,500(6,500) 

600 859 1,350 0.2 7,500 2,000 2,419 3,800 0.2 5,500(6,500) 

700 955 1,500 0.2 7,500      

備考  イ スリーブの形状は、チューブ状とする。 

    ロ 折り径とは、円周長さの1/2の寸法である。 

    ハ 呼び径1,600～2,000㎜の（ ）内寸法は、管有効長5,000㎜の場合に適用 
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表－２ 表－１の許容値 

折り径（㎜） 厚さ（㎜） 長さ（㎜） 

＋ 規定しない 

－ 0.5 

＋ 規定しない 

－ 0.02 

＋ 規定しない 

－ 1.0 

 

３．施  工 

省 略 

 

１８．管名称等の明示要領 

 

１．明示テープ 

（１）適用範囲 

省 略 

（２）材  料 

省 略 

（３） 貼付方法 

① 管類の貼付は、標準図による胴巻きテープとし、φ50（HIVP）及びφ400㎜以上は胴巻きテープ

の上に管天端テープを貼付するものとする。 

② 胴巻きは、１ｍ間隔に1.5回巻とし、管上半円部で重ね合わせるものとする。 

③ テープを貼付するときは、テープを軽く引張りながら圧着するものとする。 

（４） その他 

省 略 

（５） 明示テープ貼付標準図 

省 略 

 

 

 

 

表－２ 表－１の許容値 

折り径（㎜） 厚さ（㎜） 長さ（㎜） 

＋ 規定しない 

－ 0.5 

＋ 規定しない 

－ 0.02 

＋ 規定しない 

－ 1.0 

 

３．施  工 

省 略 

 

１８．管名称等の明示要領 

 

１．明示テープ 

（１）適用範囲 

省 略 

（２）材  料 

省 略 

（３） 貼付方法 

① 管類の貼付は、標準図による胴巻きテープとし、φ50及びφ400㎜以上は胴巻きテープの上に

管天端テープを貼付するものとする。 

② 胴巻きは、１ｍ間隔に1.5回巻とし、管上半円部で重ね合わせるものとする。 

③ テープを貼付するときは、テープを軽く引張りながら圧着するものとする。 

（４） その他 

省 略 

（５） 明示テープ貼付標準図 

省 略 
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１９．工事完成図作成要領 

 

省 略 

 

７．図上の表示 

（１）方位は、原則として図面配置上可能なものは「北」上方にすること。 

（２）(1)以外のものは、必ず方位を入れること。 

（３）管種別略称 

・ダクタイル鋳鉄管 Ａ形 ＡＤＰ 

・   〃 Ｋ形 ＫＤＰ 

・   〃 Ｔ形 ＴＤＰ 

・   〃 ＫＦ形 ＫＦＤＰ 

・   〃 Ｕ形 ＵＤＰ 

・   〃 ＵＦ形 ＵＦＤＰ 

・   〃 耐震継手（Ｓ形） ＳＤＰ 

・   〃 耐震継手（ＳⅡ形） ＳⅡＤＰ 

・   〃 耐震継手（ＮＳ形）内面エポキシ樹脂粉体塗装 ＮＳＤＰ（Ｅ） 

・   〃 耐震継手（ＧＸ形） ＧＸＤＰ（Ｅ） 

・   〃 耐震継手（Ｓ５０形） Ｓ５０ＤＰ（Ｅ） 

 ・メカニカル鋳鉄管（無ライニング） ＭＣＩＰ 

 ・鋳鉄管 ＣＩＰ 

 ・鋼管 ＳＰ 

 ・ビクトリック継手 ＥＸＶＩＣ 

 ・ドレッサー継手 ＥＸＤ 
 ・ベローズ継手 ＥＸＢ 
 ・鋳鉄製ボール状可撓継手 ＥＸＤＢ 
 ・ゴム伸縮継手 ＥＸＲ 
 ・石綿セメント管 ＡＣＰ 

 ・耐衝撃性硬質塩化ビニル管 ＨＩＶＰ 

 ・鉛管 ＬＰ 

 ・ビニルライニング鋼管 ＳＧＰ－Ｖ 

 ・ステンレス鋼鋼管 ＳＳＰ 

 ・ポリエチレン管 ＰＰ 
 

１９．工事完成図作成要領 

 

省 略 

 

７．図上の表示 

（１）方位は、原則として図面配置上可能なものは「北」上方にすること。 

（２）(1)以外のものは、必ず方位を入れること。 

（３）管種別略称 

・ダクタイル鋳鉄管 Ａ形 ＡＤＰ 

・   〃 Ｋ形 ＫＤＰ 

・   〃 Ｔ形 ＴＤＰ 

・   〃 ＫＦ形 ＫＦＤＰ 

・   〃 Ｕ形 ＵＤＰ 

・   〃 ＵＦ形 ＵＦＤＰ 

・   〃 耐震継手（Ｓ形） ＳＤＰ 

・   〃 耐震継手（ＳⅡ形） ＳⅡＤＰ 

・   〃 耐震継手（ＮＳ形）内面エポキシ樹脂粉体塗装 ＮＳＤＰ（Ｅ） 

・   〃     耐震継手（ＧＸ形） ＧＸＤＰ（Ｅ） 

   

 ・メカニカル鋳鉄管（無ライニング） ＭＣＩＰ 

 ・鋳鉄管 ＣＩＰ 

 ・鋼管 ＳＰ 

 ・ビクトリック継手 ＥＸＶＩＣ 

 ・ドレッサー継手 ＥＸＤ 

 ・ベローズ継手 ＥＸＢ 

 ・鋳鉄製ボール状可撓継手 ＥＸＤＢ 

 ・ゴム伸縮継手 ＥＸＲ 

 ・石綿セメント管 ＡＣＰ 

 ・耐衝撃性硬質塩化ビニル管 ＨＩＶＰ 

 ・鉛管 ＬＰ 

 ・ビニルライニング鋼管 ＳＧＰ－Ｖ 

 ・ステンレス鋼鋼管 ＳＳＰ 

 ・ポリエチレン管 ＰＰ 
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（４）各種記号 

省 略 

（５）継手記号(配管詳細図用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）異形管記号（配管詳細図用） 

省 略 

（７）給水装置図（図－3参照） 

省 略 

 

 

 

（４）各種記号 

省 略 

（５）継手記号(配管詳細図用) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）異形管記号（配管詳細図用） 

省 略 

（７）給水装置図（図－3参照） 

省 略 
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